
○ 電 気 主 任 技 術 者 免 状 に 係 る 学 校 等 の 認 定 基 準 に 関 す る 告 示 （ 平 成 一 八 年 三 月 三 一 日 経 済 産 業 省 告 示 第 六 八 号 ）

改 正 案 現 行

○ 経 済 産 業 省 告 示 第 号 ○ 経 済 産 業 省 告 示 第 六 十 八 号

電 気 事 業 法 の 規 定 に 基 づ く 主 任 技 術 者 の 資 格 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 四 十 年 通 商 産 業 省 令 第 電 気 事 業 法 の 規 定 に 基 づ く 主 任 技 術 者 の 資 格 等 に 関 す る 省 令 （ 昭 和 四 十 年 通 商 産 業 省 令 第

五 十 二 号 ） 第 一 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 電 気 主 任 技 術 者 免 状 に 係 る 学 校 等 の 認 定 基 準 に 関 五 十 二 号 ） 第 一 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 電 気 主 任 技 術 者 免 状 に 係 る 学 校 等 の 認 定 基 準 に 関、 、

す る 告 示 を 次 の よ う に 定 め 平 成 二 十 二 年 四 月 一 日 か ら 適 用 す る す る 告 示 を 次 の よ う に 定 め 平 成 十 八 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る、 。 、 。

な お 平 成 十 八 年 経 済 産 業 省 告 示 第 六 十 八 号 （ 電 気 主 任 技 術 者 免 状 に 係 る 学 校 等 の 認 定 基、

準 に 関 す る 告 示 ） は 平 成 二 十 二 年 三 月 三 十 一 日 限 り 廃 止 す る、 、 。

平 成 年 月 日 経 済 産 業 大 臣 名 平 成 十 八 年 三 月 三 十 一 日 経 済 産 業 大 臣 二 階 俊 博

電 気 主 任 技 術 者 免 状 に 係 る 学 校 等 の 認 定 基 準 に 関 す る 告 示 電 気 主 任 技 術 者 免 状 に 係 る 学 校 等 の 認 定 基 準 に 関 す る 告 示

第 一 条 電 気 事 業 法 の 規 定 に 基 づ く 主 任 技 術 者 の 資 格 等 に 関 す る 省 令 第 一 条 第 一 項 の 告 示 で （ 認 定 に 必 要 な 入 学 資 格 修 業 年 限 及 び 教 育 施 設 の 内 容 ）、

定 め る 基 準 は 次 の と お り と す る 第 一 条 入 学 資 格 修 業 年 限 及 び 教 育 施 設 の 内 容 は 認 定 を 受 け よ う と す る 教 育 施 設 の 種 類。 、 、

一 入 学 資 格 修 業 年 限 及 び 教 育 施 設 の 内 容 が 認 定 を 受 け よ う と す る 教 育 施 設 （ 以 下 単 に 従 い 別 表 第 一 に よ る も の と す る、 、 、 。

に 「 教 育 施 設 」 と い う ） の 種 類 に 従 い 別 表 第 一 に 適 合 し て い る こ と。 、

二 電 気 事 業 法 の 規 定 に 基 づ く 主 任 技 術 者 の 資 格 等 に 関 す る 省 令 第 一 条 第 一 項 の 電 気 工 学 （ 関 係 学 科 の 科 目 区 分 に 応 じ た 授 業 科 目 及 び 単 位 ）

に 関 す る 学 科 （ 以 下 「 関 係 学 科 」 と い う ） に お い て 教 育 施 設 の 科 目 が 次 号 に 掲 げ 第 二 条 電 気 事 業 法 の 規 定 に 基 づ く 主 任 技 術 者 の 資 格 等 に 関 す る 省 令 第 一 条 第 一 項 に 規 定 す。 、 、

る す べ て の 要 件 を 満 た し て い る こ と る 電 気 工 学 に 関 す る 学 科 （ 以 下 「 関 係 学 科 」 と い う ） の 科 目 区 分 に 応 じ た 授 業 科 目 は。 、

イ 別 表 第 二 に 掲 げ る 授 業 内 容 と し か つ 当 該 科 目 の 単 位 数 を 別 表 第 三 に 掲 げ る 教 育 別 表 第 二 に よ る も の と し 教 育 課 程 に お い て 開 設 す べ き 関 係 学 科 の 科 目 区 分 に 応 じ た 単 位、 、 、

施 設 の 種 類 及 び 科 目 区 分 に 従 い 同 表 に 掲 げ る 単 位 数 以 上 開 設 し て い る こ と 数 は 教 育 施 設 の 種 類 に 従 い 別 表 第 三 に よ る も の と す る、 、 。

ロ 別 表 第 三 に 掲 げ る 教 育 施 設 の 種 類 及 び 科 目 区 分 （ ５ を 除 く ） に 従 っ た 科 目 の 単 位 ２ 関 係 学 科 の 開 設 に 当 た っ て は 別 表 第 二 の 科 目 区 分 ご と に 同 表 の 授 業 科 目 の 欄 の 第 一。 、 、

数 の 二 分 の 一 以 上 を 別 表 第 二 の 第 一 欄 に 掲 げ る 授 業 内 容 と し て い る こ と 欄 に 掲 げ る 授 業 科 目 に 係 る 単 位 数 の 合 計 が 別 表 第 三 の 教 育 施 設 に 係 る 単 位 数 の 二 分 の 一、 、

三 学 校 教 育 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 二 十 六 号 ） に よ る 学 校 （ 同 法 第 一 条 に よ る 学 校 及 び 以 上 に な る よ う に し な け れ ば な ら な い 。

同 法 第 百 二 十 四 条 に よ る 専 修 学 校 を い う 以 下 同 じ ） 以 外 の 教 育 施 設 に お け る 関 係 学 ３ 学 校 教 育 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 二 十 六 号 ） に よ る 学 校 （ 同 法 第 一 条 に よ る 学 校 及 び 同。 。

科 の 教 員 に つ い て は 教 育 施 設 の 種 類 に 従 い 関 係 学 科 に 関 し て 大 学 設 置 基 準 （ 昭 和 法 第 八 十 二 条 の 四 第 二 項 に よ る 専 門 学 校 を い う 以 下 同 じ ） の 単 位 又 は 単 位 時 間 の 計 算、 、 、 。 。

三 十 一 年 文 部 省 令 第 二 十 八 号 ） 短 期 大 学 設 置 基 準 （ 昭 和 五 十 年 文 部 省 令 第 二 十 一 号 ） 方 法 に つ い て は 大 学 設 置 基 準 （ 昭 和 三 十 一 年 文 部 省 令 第 二 十 八 号 ） 第 二 十 一 条 第 二 項、 、 、

高 等 専 門 学 校 設 置 基 準 （ 昭 和 三 十 六 年 文 部 省 令 第 二 十 三 号 ） 若 し く は 専 修 学 校 設 置 基 短 期 大 学 設 置 基 準 （ 昭 和 五 十 年 文 部 省 令 第 二 十 一 号 ） 第 七 条 第 二 項 高 等 専 門 学 校 設 置 基、 、

準 （ 昭 和 五 十 一 年 文 部 省 令 第 二 号 ） に よ る 教 員 の 資 格 を 有 す る 者 又 は 教 育 職 員 免 許 法 準 （ 昭 和 三 十 六 年 文 部 省 令 第 二 十 三 号 ） 第 十 七 条 第 三 項 第 四 項 若 し く は 第 五 項 又 は 高 等、

（ 昭 和 二 十 四 年 法 律 第 百 四 十 七 号 ） に よ り 授 与 さ れ た 高 等 学 校 の 教 員 の 免 許 状 を 有 す る 学 校 学 習 指 導 要 領 （ 平 成 十 一 年 文 部 省 告 示 第 五 十 八 号 ） 第 一 章 第 二 款 第 一 項 （ 以 下 「 大 学

者 と 同 等 以 上 の 専 門 分 野 に お け る 経 歴 技 能 又 は 知 識 を 有 す る 者 を 別 表 第 四 に 従 い 配 設 置 基 準 等 」 と い う ） に よ る も の と し 専 門 学 校 の 単 位 又 は 単 位 時 間 の 計 算 方 法 に つ い、 、 。 、

置 し て い る こ と て は 短 期 大 学 設 置 基 準 （ 昭 和 五 十 年 文 部 省 令 第 二 十 一 号 ） 第 七 条 第 二 項 を 準 用 す る も の、

四 別 表 第 五 に 掲 げ る 実 験 設 備 及 び 実 習 設 備 （ 以 下 「 実 験 設 備 等 」 と い う ） に つ い て は と し 学 校 教 育 法 に よ る 学 校 以 外 の 教 育 施 設 の 単 位 又 は 単 位 時 間 の 計 算 方 法 に つ い て は。 、 、



当 該 実 験 設 備 等 を 使 用 す る 関 係 学 科 の 生 徒 数 又 は 学 生 数 等 に 応 じ 適 切 に 実 験 又 は 実 教 育 施 設 の 種 類 に 応 じ 大 学 設 置 基 準 等 を 準 用 す る も の と す る、 、 。

習 を 行 う た め に 必 要 な 数 を 設 置 し て い る こ と

（ 関 係 学 科 教 員 の 資 格 及 び 人 数 ）

第 二 条 前 条 第 二 号 の 単 位 数 の 計 算 方 法 は 学 校 教 育 法 に よ る 学 校 に つ い て は 大 学 設 置 基 第 三 条 学 校 教 育 法 に よ る 学 校 以 外 の 教 育 施 設 の 関 係 学 科 教 員 の 資 格 及 び 人 数 に つ い て は、 、 、

準 第 二 十 一 条 第 二 項 短 期 大 学 設 置 基 準 第 七 条 第 二 項 高 等 専 門 学 校 設 置 基 準 第 十 七 条 第 次 に 掲 げ る も の と す る、 、 。

三 項 第 四 項 若 し く は 第 五 項 専 修 学 校 設 置 基 準 第 十 六 条 第 一 項 又 は 高 等 学 校 学 習 指 導 要 一 関 係 学 科 教 員 （ 助 手 を 除 く 以 下 同 じ ） の 資 格 は 申 請 学 校 等 の 種 類 に 従 い 関 係、 、 。 。 、 、

領 （ 平 成 十 一 年 文 部 省 告 示 第 五 十 八 号 ） 第 一 章 第 二 款 第 一 項 （ 以 下 「 大 学 設 置 基 準 等 」 と 学 科 に 関 し て 大 学 設 置 基 準 短 期 大 学 設 置 基 準 若 し く は 高 等 専 門 学 校 設 置 基 準 に よ る 教、

い う ） に よ る も の と し 学 校 以 外 の 教 育 施 設 に つ い て は 教 育 施 設 の 種 類 に 応 じ 大 学 設 員 の 資 格 を 有 す る 者 若 し く は 高 等 学 校 教 員 免 許 状 を 有 す る 者 又 は こ れ と 同 等 以 上 の 専 門。 、 、

置 基 準 等 を 準 用 す る も の と す る 的 な 知 識 技 術 技 能 等 を 有 す る 者 と す る。 、 、 。

二 関 係 学 科 教 員 の 数 は 申 請 学 校 等 の 種 類 に 従 い 別 表 第 四 に よ る も の と す る、 、 。

（ 関 係 学 科 の 実 験 設 備 等 ）

第 四 条 関 係 学 科 に 関 す る 実 験 設 備 等 は 別 表 第 五 に 掲 げ る 品 目 に 従 い 同 表 の 申 請 学 校 等、 、

の 種 類 に 応 じ た 数 を 設 置 す る も の と す る 。



改 正 案 現 行

別表第一 別表第一 （略）

入学資格、修業年限及び教育施設の内容 入学資格及び教育施設の内容

表 （略） 表 （略）

別表第二 別表第二

関係学科の科目区分に応じた科目の授業内容 関係学科の科目区分に応じた授業科目

授 業 内 容 授 業 科 目

科 目 区 分 科 目 区 分

第 一 欄 第 二 欄 第 一 欄 第 二 欄

１．電気工学又は電子工学等 電磁気学 電子回路 １．電気工学又は電子工学等 電気磁気学 電子回路理論

の基礎に関するもの 電気回路 電子デバイス工学 の基礎に関するもの 電気回路理論 電子工学

電気計測又は電子計測 システム基礎論 電気計測又は電子計測 システム基礎論

電気電子物性 電気電子物性

２．発電、変電、送電、配電 発電工学又は発電用原 高電圧工学 ２．発電、変電、送電、配電 発電工学又は発電用原 高電圧工学

及び電気材料並びに電気法 動機に関するもの エネルギー変換工学 及び電気材料並びに電気法 動機に関するもの エネルギー変換工学

規に関するもの 変電工学 電力システム工学 規に関するもの 変電工学 システム工学

送配電工学 放電工学 送電工学

電気法規 電気材料（絶縁材料を含 配電工学

電気施設管理 むこと。） 電気法規

技術者倫理 電気施設管理

電気材料※

３．電気及び電子機器、自動 電気機器学 電気応用 ３．電気及び電子機器、自動 電気機器学 電動機応用

制御、電気エネルギー利用 パワーエレクトロニク メカトロニクス 制御、電気エネルギー利用 パワーエレクトロニク 照明

並びに情報伝送及び処理に ス 電気光変換 並びに情報伝送及び処理に ス 電気加工（放電応用を含

関するもの 自動制御又は制御工学 情報伝送及び処理 関するもの 自動制御又は制御工学 む。）

電子計算機 電熱

省エネルギー メカトロニクス

電気化学変換

電気光変換

情報伝送及び処理

電子計算機



改 正 案 現 行

４．電気工学若しくは電子工 電気基礎実験 電気実習 ４．電気工学若しくは電子工 電気基礎実験 電気実習

学実験又は電気工学若しく 電気応用実験 電子実験 学実験又は電気工学若しく 電気応用実験 電子実験

は電子工学実習に関するも 電子実習 は電子工学実習に関するも 電子実習

の の

５．電気及び電子機器設計又 電気機器設計 ５．電気及び電子機器設計又 電気機器設計

は電気及び電子機器製図に 電気製図 は電気及び電子機器製図に 電気製図

関するもの 自動設計製図（ＣＡＤ） 関するもの 自動設計製図（ＣＡＤ）

電子回路設計 電子回路設計

電子製図 電子製図

（備考）１．第一欄は、教育施設において必ず開設しなければならない科目の授 （備考）１．授業科目については、授業内容が同様であれば類似の名称であって

業内容を示す。また、これらの授業内容の科目は、必修科目又は選択 もよい。

科目のいずれで開設してもよい。 ２．第一欄は、教育施設において必ず開設しなければならない授業科目

２．電気応用は、電動機応用、照明、電熱、電気化学変換又は電気加工 を示す。また、これらの授業科目は、必修科目又は選択科目のいずれ

（放電応用を含む。）の一部を含むこと。 で開設してもよい。

３．電気基礎実験、電気応用実験又は電気実習の授業内容の一部は、受 ３．※印は、大学、短期大学及び高等専門学校にあっては、高電圧工学

電設備の実習又は見学であつても差し支えない。 を開設した場合には、必ずしも開設しなくてもよい。また、「高等学

校又はこれと同等以上の教育施設」に該当するものにあっては、電気

材料は、電気機器学の中に取り込んでもよい。



改 正 案 現 行

別表第三 別表第三

関係学科の科目区分別基準単位数 関係学科の科目区分別基準単位数

教育施設の種類 大学又はこ 短期大学又 高等専門学 高等学校又 教育施設の種類 大学又はこ 短期大学又 高等専門学 高等学校又

れと同等以 はこれと同 校又はこれ はこれと同 れと同等以 はこれと同 校又はこれ はこれと同

上の教育施 等以上の教 と同等以上 等以上の教 上の教育施 等以上の教 と同等以上 等以上の教

科目区分 設 育施設 の教育施設 育施設 科目区分 設 育施設 の教育施設 育施設

１．電気工学又は電子工学 １．電気工学又は電子工学

等の基礎に関するもの １７ １２ １２ ６ 等の基礎に関するもの １９ １４ １４ ６

２．発電、変電、送電、配 ２．発電、変電、送電、配

電及び電気材料並びに電 ８ ７ ７ ３ 電及び電気材料並びに電 １０ ８ ８ ３

気法規に関するもの 気法規に関するもの

３．電気及び電子機器、自 ３．電気及び電子機器、自

動制御、電気エネルギー １０ ８ ８ ５ 動制御、電気エネルギー １２ ９ ９ ５

利用並びに情報伝送及び 利用並びに情報伝送及び

処理に関するもの 処理に関するもの

４．電気工学若しくは電子 ４．電気工学若しくは電子

工学実験又は電気工学若 ６ ５ ８ １０ 工学実験又は電気工学若 ６ ５ ８ １０

しくは電子工学実習に関 しくは電子工学実習に関

するもの するもの

５．電気及び電子機器設計 ２ ２ ２ ２ ５．電気及び電子機器設計

又は電気及び電子機器製 又は電気及び電子機器製 ２ ２ ２ ２

図に関するもの 図に関するもの

科目合計 ４９ ３８ ４１ ２６ 計 ４９ ３８ ４１ ２６

（備考）１．「高等学校又はこれと同等以上の教育施設」以外の種類にあっては、科目 （備考）１．「高等専門学校又はこれと同等以上の教育施設」の種類にあっては、科

合計から、科目区分１から５までの単位数の合計を差し引いた単位数を、科 目区分４及び５で基準単位数を超える単位数がある場合には、基準単位数

目区分１から４までに配分し補うこと。 を超えた単位数の２分の１の単位数を科目区分１、２及び３にそれぞれ１

単位を限度として振り替えることができる。
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２．「高等学校又はこれと同等以上の教育施設」の種類において、高等学校 ２．「高等学校又はこれと同等以上の教育施設」の種類において、高等学校

学習指導要領（平成１１年文部省告示第５８号）に規定された科目により 学習指導要領（平成１１年３月２９日文部省告示第５８号）に規定された

授業を行うときは、次の科目及び単位数をもって表の科目区分ごとの単位 科目により授業を行うときは、次の科目及び単位数をもって表の科目区分

数に該当するものとする。 ごとの単位数に該当するものとする。

イ．「電気工学又は電子工学等の基礎に関するもの」は、次のいずれかの イ．「電気工学又は電子工学等の基礎に関するもの」は、次のいずれかの

科目及び単位数とする。 科目及び単位数とする。

① 電気基礎 ６単位以上 ① 電気基礎 ６単位以上

② 電気基礎 ４単位以上 ② 電気基礎 ４単位以上

電子技術又は電子回路 ２単位以上 計６単位以上 電子技術又は電子回路 ２単位以上 計６単位以上

③ 生産システム技術 ４単位以上 ③ 生産システム技術 ４単位以上

電子技術又は電子回路 ２単位以上 計６単位以上 電子技術又は電子回路 ２単位以上 計６単位以上

ただし、生産システム技術については、別表第二「電気工学又は電子 ただし、生産システム技術については、別表第二「電気工学又は電子

工学等の基礎に関するもの」の授業内容の科目であること。 工学等の基礎に関するもの」の授業科目の内容のものであること。

ロ．「発電、変電、送電、配電及び電気材料並びに電気法規に関するもの ロ．「発電、変電、送電、配電及び電気材料並びに電気法規に関するもの

」は、次の科目及び単位数とする。 」は、次の科目及び単位数とする。

電力技術 ３単位以上 電力技術 ３単位以上

ただし、別表第二「発電、変電、送電、配電及び電気材料並びに電気 ただし、別表第二「発電、変電、送電、配電及び電気材料並びに電気

法規に関するもの」の授業内容の科目であること。 法規に関するもの」の授業科目の内容のものであること。

ハ．「電気及び電子機器、自動制御、電気エネルギーの利用並びに情報伝 ハ．「電気及び電子機器、自動制御、電気エネルギーの利用並びに情報伝

送及び処理に関するもの」は、次のいずれかの科目及び単位数とする。 送及び処理に関するもの」は、次のいずれかの科目及び単位数とする。

ここで、情報技術基礎に代えて電子情報技術にしてもよい。 ここで、情報技術基礎に代えて電子情報技術にしてもよい。

① 電気機器 ２単位以上 ① 電気機器 ２単位以上

電力技術 ２単位以上 電力技術 ２単位以上

情報技術基礎又は 情報技術基礎又は

電子情報技術 １単位以上 計５単位以上 電子情報技術 １単位以上 計５単位以上

ただし、電力技術については、別表第二「電気及び電子機器、自動制 ただし、電力技術については、別表第二「自動制御及び電気エネルギ

御、電気エネルギー利用並びに情報伝送及び処理に関するもの」の授業 ー利用の内容に関するもの」の授業科目の内容のものであること。

内容の科目であること。 ② 電気機器 ２単位以上

② 電気機器 ２単位以上 電子計測制御 ２単位以上

電子計測制御 ２単位以上 情報技術基礎又は

情報技術基礎又は 電子情報技術 １単位以上 計５単位以上

電子情報技術 １単位以上 計５単位以上 ニ．「電気工学若しくは電子工学実験又は電気工学若しくは電子工学実習

ニ．「電気工学若しくは電子工学実験又は電気工学若しくは電子工学実習 に関するもの」は、次の科目及び単位数とする。

に関するもの」は、次の科目及び単位数とする。 電気実習又は電子実習 １０単位以上
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電気実習又は電子実習 １０単位以上 ただし、同要領に規定された「工業技術基礎（３単位以上）」又は「

ただし、同要領に規定された「工業技術基礎（３単位以上）」又は「 課題研究（２単位以上）」の科目の授業を行う場合は、これらの内容が

課題研究（２単位以上）」の科目の授業を行う場合は、これらの内容が 電気工学実験及び電気工学実習に密接に関連する内容のものであれば、

電気工学実験及び電気工学実習に密接に関連する内容のものであれば、 「電気工学若しくは電子工学実験又は電気工学若しくは電子工学実習に

「電気工学若しくは電子工学実験又は電気工学若しくは電子工学実習に 関するもの」の単位数をそれぞれ２単位を限度として減ずることができ

関するもの」の単位数をそれぞれ２単位を限度として減ずることができ るものとする。

るものとする。 ホ．「電気及び電子機器設計又は電気及び電子機器製図に関するもの」は

ホ．「電気及び電子機器設計又は電気及び電子機器製図に関するもの」は 、次のいずれかの科目及び単位数とする。

、次のいずれかの科目及び単位数とする。 ① 電気製図 ２単位以上

① 電気製図 ２単位以上 ② 電子製図 ２単位以上

② 電子製図 ２単位以上

別表第四 別表第四

関係学科の教員数 関係学科教員数

大学と同等 短期大学と 高等専門学 高等学校と 大学と同等 短期大学と 高等専門学 高等学校と

教 育 施 設 以上の教育 同等以上の 校と同等以 同等以上の 教 育 施 設 以上の教育 同等以上の 校と同等以 同等以上の

の 種 類 施設 教育施設 上の教育施 教育施設 の 種 類 施設 教育施設 上の教育施 教育施設

設 設

関 １学年１学級編成 関 １学年１学級編成

係 の場合 ８名以上 ４名以上 ８名以上 ３名以上 係 の場合 ８名以上 ４名以上 ８名以上 ３名以上

学 学

科 科

の １学年２学級編成 教 １学年２学級編成

教 以上の場合 上記の教員数に１学級を増すごとに２名を加えた数 員 以上の場合 上記の教員数に１学級を増すごとに２名を加えた数

員 数

数

（備考）１．関係学科の教員数は、１学級の生徒又は学生等の定員が５０名程度（高 （備考）１．別表第四に掲げる関係学科教員数は、１学級の学生又は生徒の定員が

等専門学校又は高等学校と同等以上の教育施設にあっては４０名程度）を ５０名程度を標準とする。

標準とした場合に、教育施設が配置する教員数とする。 ２．関係学科教員は、電気工学又は電気工学に密接に関連する科目（電子

２．関係学科の教員は、電気工学又は電気工学に密接に関連する科目（電子 工学並びに情報伝送及び処理関連を含む。)を担当する者に限るものとし、

工学並びに情報伝送及び処理関連を含む。)を担当する者に限るものとし、 その中には２分の１以上の専任教員（別表第二に掲げる関係学科の科目区
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の中には２分の１以上の専任教員（別表第二に掲げる関係学科の科目区 分を主として担当し、当該教育施設を本務として勤務する教員をいう。

分を主として担当し、当該教育施設に本務として勤務する教員をいう。 以下同じ。）を含まなければならないものとする。

以下同じ。）を含まなければならないものとする。 ３．専任教員が関係学科教員の２分の１を超えるときは、関係学科教員数

３．専任教員が関係学科の教員の２分の１を超えるときは、関係学科の教 を別表第四による最低教員数から当該超過専任教員数に相当する数だけ

員数を別表第四による最低教員数から当該超過専任教員数に相当する数 兼任の教員を減じることができるものとする。

だけ兼任の教員を減じることができるものとする。 ４．（略）

４．（略）
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別表第五 別表第五

関係学科実験設備等 関係学科実験設備等

１．電気機器実験・実習設備 １．電気機器実験用設備

教育施設の種類 大学若し 短期大学 高等専門 高等学校 教育施設 大学若し 短期大学 高等専門 高等学校

くはこれ 若しくは 学校若し 若しくは 備 考 の 種 類 くはこれ 若しくは 学校若し 若しくは 備 考

と同等以 これと同 くはこれ これと同 と同等以 これと同 くはこれ これと同

上の教育 等以上の と同等以 等以上の 上の教育 等以上の と同等以 等以上の

施設 教育施設 上の教育 教育施設 施設 教育施設 上の教育 教育施設

品 目 品 名 施設 品 名 施設

(1) 回転機 ① 直流分巻電動発電機 ◎ ◎ ◎ ◎ 複巻でもよい。 (1) 直流電源 ◎１ ◎１ ◎１ ◎１

② 単相又は三相誘導電 ◎ ◎ ◎ ◎ かご形又は巻線 (2) 直流分巻電動発電機 ◎２ ◎２ ◎２ ◎２ 複巻でもよい。

動機 形どちらでもよ

い。 (3) 直流直巻機 ○１ ○１ ○１ ―

③ 三相同期機 ◎ ◎ ◎ ◎ (4) 三相誘導電動機 ◎３ ◎３ ◎３ ◎３ かご形又は巻線

形どちらでもよ

(2) 変圧器 ④ 高圧単相変圧器 ○ ○ ○ ― い。

⑤ 低圧単相変圧器 ○ ○ ○ ○ 一次及び二次の (5) 三相同期機 ◎２ ◎２ ◎２ ◎２

定格電圧が100V

以上のもの｡ (6) 単相誘導電動機 ○１ ○１ ○１ ○１

⑥ 三相変圧器 ○ ○ ○ ― (7) 電力用コンデンサ ○１ ○１ ○１ ○１

⑦ 単相又は三相誘導電 ○ ○ ○ ○ 定格電圧が100V (8) 高圧単相変圧器 ◎３ ◎３ ◎３ ― 100[V]又は200

圧調整器 以上のものであ 6又は [V]でもよい。

って調整範囲が 3〔kv〕 100,200〔V〕

±100%のものと

する。 (9) 低圧単相変圧器 ○１ ○１ ○１ ◎３ 一次及び二次の

単巻調整器でも 定格電圧が100

よい。 [V]以上のもの｡
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(3) パワーエ ⑧ 半導体整流装置 ◎ ◎ ◎ ◎ 素子の種類は問 (10) 三相変圧器 ○１ ○１ ○１ ― 100[V]又は200

レクトロ わない。 6又は [V]でもよい。

ニクス 3〔kv〕 100,200〔V〕

⑨ 半導体パワーエレク ◎ ◎ ◎ ― 素子の種類は問

トロニクス素子実験 わない。 (11) 電気動力計 ○１ ○１ ○１ ○１

セット

(12) 三相誘導電圧調整器 ○１ ○１ ○１ ○１ 定格電圧が100V

⑩ 可変抵抗器 ◎ ◎ ◎ ◎ 負荷抵抗器でも 以上のものであ

よい。 って調整範囲が

±100%のものと

⑪ 速度制御装置 ○ ○ ○ ― する。

単巻調整器を含

⑫ 太陽電池発電装置 ○ ○ ○ ― む。

⑬ インバータ実験セッ ○ ○ ○ ○ (13) 単相誘導電圧調整器 ○１ ○１ ○１ ○１ 定格電圧が100V

ト 以上のものであ

って調整範囲が

(4) 制御装置 ⑭ シーケンス制御装置 ○ ○ ○ ○ ±100%のものと

する。

⑮ フィードバック制御 ○ ○ ○ ○ 単巻調整器を含

装置 む。

(5) 保護装置 ⑯ 保護継電器各種 ○ ○ ○ ○ 過電流継電器及 (14) 半導体整流器 ◎３ ◎３ ◎３ ◎１ 素子の種類は問

び地絡継電器を わない。

含むこと。計器

用変流器(ＣＴ) (15) 可変抵抗器 ◎１０ ◎１０ ◎１０ ◎１０ 負荷抵抗器を含

、計器用変圧器 む。

(ＶＴ)を含む継

電器試験装置で (16) サイリスタレオナー ○１ ○１ ○１ ― ワードレオナー

もよい。 ド速度制御装置 ドでもよい。

(6) 開閉装置 ⑰ 開閉器各種 ○ ○ ○ ○ 遮断器でもよ (17) 継電器各種 ○３ ○３ ○３ ○３ 過電流継電器及

い。 び接地継電器を

含むこと。

（備考）１．(2)変圧器に分類される２～４設備のうち、１設備以上を設置すること。

２．(3)パワーエレクトロニクス、(4)制御装置、(5)保護装置又は(6)開閉装置に分類され、か (18) 半導体パワーエレク ◎３ ◎３ ◎３ ― 素子の種類は問

つ○印がついた５～７設備のうち、３設備以上（高等学校若しくはこれと同等以上の教育施



設にあっては２設備以上）を設置すること。
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トロニクス素子実験 わない。

セット

(19) 開閉器各種 ○３ ○３ ○３ ○３

(20) 真空ポンプ ○１ ○１ ○１ ―

(21) シーケンス実験セッ ○１ ○１ ○１ ◎１

ト

(22) 自動制御実験セット ○１ ○１ ○１ ○１

(23) 太陽電池発電装置 ○１ ○１ ○１ ―

(24) インバータ実験セッ ◎２ ○１ ○１ ○１

ト

（備考）○印の９～１６項目のうち、５項目以上（高等学校又はこれと同等以上の

教育施設（以下「高等学校等」という。）にあっては、３項目以上）を設置

する。
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２．電子・情報工学実験・実習設備 ２．電子・情報工学実験設備及び実習設備

教育施設の種類 大学若し 短期大学 高等専門 高等学校 教育施設 大学若し 短期大学 高等専門 高等学校

くはこれ 若しくは 学校若し 若しくは 備 考 の 種 類 くはこれ 若しくは 学校若し 若しくは 備 考

と同等以 これと同 くはこれ これと同 と同等以 これと同 くはこれ これと同

上の教育 等以上の と同等以 等以上の 上の教育 等以上の と同等以 等以上の

施設 教育施設 上の教育 教育施設 施設 教育施設 上の教育 教育施設

品 目 品 名 施設 品 名 施設

(1) 電源装置 ① 直流安定化電源 ◎ ◎ ◎ ◎ (1) 直流安定化電源 ◎３ ◎３ ◎３ ◎３

(2) 計測装置 ② 波形観測装置 ◎ ◎ ◎ ◎ (2) 波形観測装置 ◎５ ◎５ ◎５ ◎５ ＸＹレコーダ

オシロスコー、

③ 回路計（テスター） ◎ ◎ ◎ ◎ デジタルマルチ プを含む。

メータでもよ 種類を問わな

い。 い。

④ 電子計数装置 ○ ○ ○ ○ 電子計数器、サ (3) 減衰器 ◎３ ◎３ ◎３ ―

イクルカウンタ

でもよい。 (4) 回路計（テスター） ◎３ ◎３ ◎３ ◎３ ディジタルマル

チメータ含む。

⑤ トランスデューサ ○ ○ ○ ― 交流又は直流で

もよい。 (5) 増幅器実験装置 ◎３ ◎３ ◎３ ◎１ 高周波又は低周

波でもよい。

(3) 電子回路 ⑥ 減衰器 ○ ○ ○ ―

実験装置 (6) 発振器実験装置 ◎３ ◎３ ◎３ ○１ ファンクション

⑦ 増幅器実験装置 ○ ○ ○ ○ 高周波又は低周 ジェネレータを

波でもよい。 含む。

⑧ 発振器実験装置 ○ ○ ○ ○ ファンクション (7) 電子計数装置 ◎１ ◎１ ◎１ ○１ サイクルカウン

ジェネレータを タでもよい。

含むこと。

(8) Ａ－Ｄ／Ｄ－Ａ変換 ○１ ○１ ○１ ○１ インターフェイ

⑨ Ａ－Ｄ／Ｄ－Ａ変換 ○ ○ ○ ○ インターフェイ 装置 スボードを含

装置 スボードを含む む。

こと。



改 正 案 現 行

(9) パルス回路実験装置 ○１ ○１ ○１ ○１

⑩ パルス回路実験装置 ○ ○ ○ ○

(10) 論理回路実験装置 ○１ ○１ ○１ ○１

⑪ 論理回路実験装置 ○ ○ ○ ○

(11) マイクロコンピュー ○１ ○１ ○１ ○１ パーソナルコン

（備考）(2)計測装置又は(3)電子回路実験装置に分類され、かつ○印がついた６～８設備のうち、３設備 タ ピュータを含

以上（高等学校若しくはこれと同等以上の教育施設にあっては２設備以上）を設置すること。 む。

(12) トランスデューサ ○１ ○１ ○１ ― 交流又は直流で

もよい。

（備考）○印の５～６項目のうち３項目以上を設置する。
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３．高電圧実験設備 ３．高電圧試験設備

教育施設の種類 大学若し 短期大学 高等専門 高等学校 教育施設 大学若し 短期大学 高等専門 高等学校

くはこれ 若しくは 学校若し 若しくは 備 考 の 種 類 くはこれ 若しくは 学校若し 若しくは 備 考

と同等以 これと同 くはこれ これと同 と同等以 これと同 くはこれ これと同

上の教育 等以上の と同等以 等以上の 上の教育 等以上の と同等以 等以上の

施設 教育施設 上の教育 教育施設 施設 教育施設 上の教育 教育施設

品 目 品 名 施設 品 名 施設

(1) 試験装置 ① 試験用変圧器一式 ◎ ◎ ◎ ◎ 出力電圧6kV以 (1) 試験用変圧器一式 ◎１ ◎１ ◎１ ◎１

上のもの。

(2) 球間隙 ◎１ ◎１ ◎１ ◎１

② インパルス電圧発生 ◎ ◎ ◎ ※ ◎ ※印は、高電圧

器 発生装置でもよ (3) 試料がいし ◎５ ◎５ ◎５ ◎３

い。

(4) インパルス電圧発生 ◎１ ◎１ ◎１ ※ ◎１ ※印は、高電圧

③ 球間隙 ◎ ◎ ◎ ◎ 器 発生装置でもよ

い。

④ 試料がいし ◎ ◎ ◎ ◎

(5) 波形観測装置 ◎１ ◎１ ◎１ ○１ 分圧器、高圧プ

(2) 計測装置 ⑤ 波形観測装置 ◎ ◎ ◎ ○ 分圧器、高圧プ ローブを含む。

他 ローブを含むこ

と。 (6) 静電形電圧計 ○１ ○１ ○１ ○１

⑥ 高電圧電圧計 ○ ○ ○ ○ (7) 油試験装置 ○１ ○１ ○１ ○１

⑦ 油試験装置 ○ ○ ○ ○ （備考）○印の２～３項目のうち１項目以上を設置する。

⑧ 受電設備（断路器、 ○ ○ ○ ○ 実習又は見学を

遮断器、変圧器、保 行うこと。

護継電器、コンデン

サ等）

（備考）(2)計測装置他に分類され、かつ○印がついた３～４設備のうち、１設備以上を設置すること。
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４．測定用設備及び計器類設備 ４．測定用設備及び計器類設備

教育施設の種類 大学若し 短期大学 高等専門 高等学校 教育施設 大学若し 短期大学 高等専門 高等学校

くはこれ 若しくは 学校若し 若しくは 備 考 の 種 類 くはこれ 若しくは 学校若し 若しくは 備 考

と同等以 これと同 くはこれ これと同 と同等以 これと同 くはこれ これと同

上の教育 等以上の と同等以 等以上の 上の教育 等以上の と同等以 等以上の

施設 教育施設 上の教育 教育施設 施設 教育施設 上の教育 教育施設

品 目 品 名 施設 品 名 施設

(1) 測定用設 ① 測定用可変抵抗器 ◎ ◎ ◎ ◎ (1) 測定用可変抵抗器 ◎２０ ◎２０ ◎２０ ◎２０

備

② 万能ブリッジ ◎ ◎ ◎ ◎ エレクトロニク (2) ホイートストンブ ◎２ ◎２ ◎２ ◎２

ス応用ブリッジ リッジ

、インピーダン

ス測定器又はホ (3) 万能ブリッジ ◎１ ◎１ ◎１ ◎１ エレクトロニク

イートストンブ ス応用ブリッジ

リッジでもよ 、インピーダン

い。 ス測定器を含

む。

③ 可変コンデンサ ◎ ◎ ◎ ―

(4) 可変コンデンサ ◎３ ◎３ ◎３ ―

④ 可変インダクタ ◎ ◎ ◎ ―

(5) 可変インダクタ ◎３ ◎３ ◎３ ―

⑤ 微小電流測定装置 ◎ ◎ ◎ ◎ ２種類以上の検

流計を含むこと (6) 微小電流測定装置 ◎３ ◎３ ◎３ ◎３ ２種類以上の検

。 流計を含むこ

と。

(2) 電気計測 ⑥ 直流電流計各種 ◎ ◎ ◎ ◎ デジタル式、ク

器類 ランプ式、電子 (7) 直流電位差計 ○１ ○１ ○１ ○１

電圧計を含んで

もよい。 (8) 直流電圧標準器 ○１ ○１ ○１ ○１ エレクトロニク

ス方式を含む。

⑦ 交流電流計各種 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃 また、標準電池

でもよい。

⑧ 直流電圧計各種 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃

(9) 蓄電池 ◎２ ◎２ ◎２ ◎２
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⑨ 交流電圧計各種 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃

(10) 磁束計 ○１ ○１ ○１ ○１

⑩ 単相電力計 ◎ ◎ ◎ ◎ デジタル式でも

よい。 (11) 照度計 ○１ ○１ ○１ ○１

⑪ 三相電力計 ◎ ◎ ◎ ◎ 〃 (12) 輝度計 ○１ ○１ ○１ ― 簡易輝度計でも

よい。

⑫ 単相電力量計 ◎ ◎ ◎ ◎

(13) 光度計（長形） ○１ ○１ ○１ ―

⑬ 絶縁抵抗計 ○ ○ ○ ◎ 電子式を含み、

定格測定電圧50 (14) 球形光束計 ○１ ○１ ○１ ―

0V以上のもの。

(15) 熱電温度計 ○１ ○１ ○１ ○１

⑭ 接地抵抗計 ○ ○ ○ ◎

(16) 光高温計 ○１ ○１ ○１ ○１

⑮ 単相又は多相力率計 ○ ○ ○ ○

(17) 抵抗温度計 ○１ ○１ ○１ ○１

⑯ 周波数計 ○ ○ ○ ○ (18) 標準電球 ○１ ○１ ○１ ―

(3) 温度計測 ⑰ 熱電温度計 ○ ○ ○ ○ (19) 直流電流計各種 ◎２０ ◎２０ ◎２０ ◎２０ ディジタル式及

器類 び電子電圧計を

⑱ 光高温計 ○ ○ ○ ○ 含む。

⑲ 抵抗温度計 ○ ○ ○ ○ (20) 〃 電圧計 〃 ◎２０ ◎２０ ◎２０ ◎２０ 〃

⑳ 熱画像計測装置 ○ ○ ○ ○ (21) 交流電流計各種 ◎２０ ◎２０ ◎２０ ◎２０ 〃

(4) その他 ○21 磁束計 ○ ○ ○ ○ (22) 〃 電圧計 〃 ◎２０ ◎２０ ◎２０ ◎２０ 〃

○22 照度計 ○ ○ ○ ○ (23) 単相電力計 ◎５ ◎５ ◎５ ◎３

○23 回転計各種 ○ ○ ○ ○ 速度センサを含 (24) 三相電力計 ◎１ ◎１ ◎１ ◎１

んでもよい。

(25) 単相電力量計 ◎２ ◎２ ◎２ ◎２

○24 データロガー ○ ○ ○ ○
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(26) 単相力率計 ○１ ○１ ○１ ○１

（備考）１．(2)電気計測器類、(3)温度計測器類又は(4)その他に分類され、かつ○印がついた１０～１

２設備のうち、５設備以上（高等学校若しくはこれと同等以上の教育施設にあっては３設備以 (27) 多相力率計 ○１ ○１ ○１ ―

上）を設置すること。

２．複数の機能を有しているもの（多機能機種）でもよい。 (28) 周波数計 ○１ ○１ ○１ ○１

(29) 回転計各種 ○３ ○３ ○３ ○３ 各種とは、主要

（注）１．◎印は、必ず設置しければならない実験設備等を示す。 なものでよい。

２．○印は、なるべく設置を要する実験設備等を示し、備考に従って設置しなければならない。 速度センサを含

３．上表の実験設備等については、適切に実験又は実習を行うことができると認められる場合は、 む。

借用のものであっても、差し支えない。

４．上表の実験設備等において、当該実験設備等に代用することができる実験設備等がある場 (30) 絶縁抵抗計 ◎１ ◎１ ◎１ ◎１ 電子式を含み、

合にはこれに代えることができるものとする。 500[V]以上のも

の。

(31) 接地抵抗計 ◎１ ◎１ ◎１ ◎１

（備考）○印の１０～１４項目のうち、５項目以上（高等学校等にあっては、３項

目以上 ）を設置する。

（注）１．◎印は、必ず設置しなければならない設備を示す。

２．○印は、なるべく設置を要する設備を示し、下欄の備考に従って備えな

ければならない。

３．上表の設備の数は、１学級の学生又は生徒の定員５０名程度の場合を標

準とする。

４．上表の設備の数において、当該設備に代用することができる設備がある

場合には、これに代えることができるものとする。


